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研究要旨：特発性大腿骨頭壊死症定点モニタリングシステムに 1997 年 1 月
から 2018 年 11 月までに報告された新患症例 5510 例のうち、2011 年 1 月から
2017 年 12 月に確定診断を受けた新患症例は 1719 例 2815 関節であった。今回
の集計では新患症例の集計対象を、期間中毎年報告があった 13 施設からの報
告例で、確定診断日から記入日までの期間が 3 年以内の新患症例 928 例 1532
関節に限定して、性、年齢、ステロイド全身投与歴、習慣飲酒歴について、確
定診断年毎の分布の経年変化を、3年間隔の移動平均を用いて検討した。なお、
習慣飲酒（3 日/週以上かつ 1合/日以上）については、2014 年の調査票改定に
ともない必要な情報を収集できた 2015 年から 2017 年を集計の対象とした。 

集計結果は以下の通りである。2011 年から 2017 年にかけて、男女比は 1.5
から 1.3 に推移し明らかな経年変化は認めなかった。男性の確定診断時年齢は
30 歳代から 40 歳代の頻度が高かったが、近年、40 歳代への集積が顕著になっ
た。男性で、ステロイド全身投与歴を有するものは 44%から 52%に推移し、投与
対象疾患として皮膚疾患の割合が 4%から 14%に増加した。また、2015 年から
2017 年にかけて、男性で習慣飲酒歴を有するものは 35%から 43%に増加した。
一方、女性の確定診断時年齢は 2011 年から 2013 年くらいまでは 30 歳代から
60 歳代にかけて広く分布したが、次第に 40 歳未満の割合が減少した。女性で、
ステロイド全身投与歴を有するものは 74％から 87%に増加した。投与対象疾患
として最も多い全身性エリテマトーデスは、期間中 26%から 30%の間を推移し
た。喘息および眼疾患は 3%以下から 8%に増加した。また、2015 年から 2017 年
にかけて、習慣飲酒歴を有するものは 10%未満の一定の値を推移した。 

以上の疫学特性の経年変化については今後の継続的な観察と検討が必要で
ある。臨床的な所見として、ステロイド全身投与歴が有るものでは両側に OFNH
をもつものの割合が、期間中一定して 70%前後あった。 

1997年から開始された定点モニタリングシステムの継続的な運用により、
世界的にも貴重な特発性大腿骨頭壊死症の疫学データベースが構築されてお
り、今後、経年調査の均質性の確保とデータの有効な利活用が必要と考え
る。なお、今回、記述疫学特性の経年変化への報告施設の増減の交絡を除外
するため、期間中に毎年報告のあった施設に限定した集計を実施した。ま
た、経年変化への年毎の誤差変動の影響を抑えるため、3年間隔の移動平均に
よる平滑化を行った。より頑健な所見を得るために、今後もデータを集積
し、集計方法の違いによる結果の差異について検討を重ねる必要がある。 
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Ａ．研究目的 

特発性大腿骨頭壊死症（ONFH）の記述疫学特
性は、過去5回にわたり実施されてきたONFHの
全国調査により明らかにされている1‐6)。しか
しながら、記述疫学特性の経年変化を把握する
ために、全国規模の調査を繰り返し実施するこ
とは困難である。そのため、ONFH調査研究班で
は、1997年 (平成9年)に定点モニタリングシス
テムを開始し7)、難病疫学研究班が疫学的・技
術的な支援を行いながら、ONFHの記述疫学を継
続的に把握してきた。定点モニタリングシステ
ムは、全国疫学調査の二次調査で収集可能な新
患症例の情報の約40％をカバーすると推定さ
れていることからも8)、ONFHの記述疫学特性の
経年変化を観察する上で、非常に有用な手法と
考えられる。今回の集計の目的は、2011年1月
から2017年12月に確定診断された新患症例に
ついて、確定診断年ごとの記述疫学特性の経年
変化を検討することである。 

Ｂ．研究方法 

定点モニタリングシステムとは、ONFHの患
者が集積すると考えられる特定大規模医療施
設を定点として、新患および手術症例を報告
し、登録するシステムである7)。1997年6月に
本システムを開始し、1997年1月以降の症例に
ついて報告を得ている。現在はONFH調査研究
班員が所属する約36施設（年により変動）が
参加し、新患および手術症例の情報をデータ
ベースに蓄積している。 

各施設で新患症例および手術症例が発生し
た場合に、逐一、あるいは、ある程度症例が
蓄積した時点で随時、所定様式の調査票を用
いて報告する。調査票は、新患・手術用とも
に各々一枚である。新患症例の主要調査項目
は、確定診断時年齢、診断時所見、ステロイ
ド全身投与歴、移植歴、習慣飲酒歴および喫
煙歴であり、手術症例の主要調査項目は術直
前の病型・病期分類、施行した術式である。 

2014年9月に調査票書式を改訂した9)。主な
変更点は、下記の通りである。新患症例調査
票では、ONFHの主要リスク因子である「ステ
ロイド全身投与歴」と「習慣飲酒歴」につい
て、各々独立して「有無」を記入する形式と
し、飲酒頻度についても記入欄を追加した。
加えて、「喫煙歴」も有力なリスク因子の一
つと扱い、記入欄を設けた。ステロイド全身
投与の対象疾患については、プレコーディン

グすべき疾患を見直すとともに、「腎移植」
「その他の臓器移植」は「移植歴」として別
項目で記入する欄を設けた。手術症例調査票
では、抜釘施行症例は報告不要とした。 
今回の集計では、2011年1月から2017年12月

に確定診断された新患症例のうち、「確定診
断日から調査票記入日」が3年以内の者を抽出
した。上記の基準を採用した理由は、記入日
の10年以上も前に確定診断を受けた症例など
も報告されているためである。この背景とし
ては、本システムの参加施設が整形外科領域
における高次医療施設であることから、関連
病院で確定診断を受けた後に、より専門的な
加療のため参加施設に紹介されたなどの理由
が考えられる10)。確定診断から記入までが3年
以内の新患症例に限定することにより、集計
対象年における記述疫学特性をより正確に把
握できると考えた。 
さらに、記述疫学特性の経年変化への報告

施設の増減の交絡を除外するため、期間中に
毎年報告のあった施設に限定した集計を実施
した。また、経年変化への年毎の誤差変動の
影響を抑えるため、3年間隔の移動平均による
平滑化を行った。 
（倫理面への配慮） 
本システムに関しては、参加施設において

倫理委員会の承認を得た。 

定点モニタリングシステム参加施設 一覧 

施設名 
秋田大学大学院医学系研究科 
旭川医科大学 
愛媛大学大学院医学研究科 
大分大学医学部 
大阪大学大学院医学系研究科 
大阪市立大学大学院医学研究科 
岡山大学大学院医学研究科 
鹿児島大学大学院医歯学総合研究科 
金沢大学大学院医薬保健学総合研究科 
金沢医科大学 
関西労災病院 
九州大学大学院医学研究院 
京都府立医科大学大学院医学研究科 
久留米大学医療センター 
神戸大学大学院医学研究科 
独立行政法人大阪医療センター 
佐賀大学医学部 
札幌医科大学 
昭和大学藤が丘病院 
信州大学医学部 
諏訪赤十字病院 
千葉大学大学院医学研究院 
東京大学大学院医学系研究科 
東京医科大学 
東京医科歯科大学 
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長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 
名古屋大学大学院医学系研究科 
弘前大学大学院医学研究科 
広島大学大学院医学研究科 
広島県立身障者リハビリテーションセンター  
福岡大学大学院医学研究科 
北海道大学大学院医学研究科  
三重大学大学院医学系研究科 
宮崎大学医学部 
山形大学医学部 
横浜市立大学大学院医学研究科 
琉球大学大学院医学研究科 

（2011年から2017年） 

Ｃ．研究結果 

2011年1月から2017年12月の期間に確定診断
された新患症例は、1719例2815関節であっ
た。同期間の症例のうち、確定診断日から記
入日までの期間が3年以内の新患症例は1608例
2628関節であった。毎年報告のあった13施設
からの報告例に限定すると、新患症例 は928
例1532関節であった。以下、確定診断年別に
集計した結果を述べる。 

1）性別分布 
男女比は2011年から2017年にかけて1.5から

1.3を推移し、男性の割合が全期間で若干高
く、集計期間を通して明らかな経年変化は認
めなかった（A.1）。なお、性別が不明のもの
が1例あった。以下、男女別集計からこの1例
は除外した。 

図 A.1 男女比 

 

2）確定診断時の年齢分布 
2011年から2017年にかけて、男性の確定診

断時の年齢分布は、30歳代から40歳代の頻度
が高かったが、近年、40歳代への集積が顕著
になった。（A.2.1）。女性では30歳代から60
歳代までなだらかに分布していたが、近年、
しだいに40歳未満の割合が減少した。
（A.2.2）。 

図A.2.1 男性 確定診断時の年齢分布 

 

図A.2.2 女性 確定診断時の年齢分布 

 

3）ステロイド全身投与歴 
ステロイド全身投与歴を有するものは、

2011年から2017年にかけて、男性で44％から
52%に、女性では74％から87%に増加傾向にあ
った（A.3.1）。ステロイド全身投与歴が有る
ものでは両側にOFNHをもつものの割合が約70%
と、期間中一定して高かった。一方で、ステ
ロイド投与歴を持たないものでは、両側ONFH
例が56%から40%に減少した（A.3.2）。 
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図A.3.1 ステロイド全身投与歴 

 

図A.3.2 ステロイド全身投与歴と両側ONFH 

 

4）ステロイド全身投与の対象疾患 
ステロイド全身投与歴をもつ症例におけ

る、投与対象疾患の割合を集計した。2017年
において割合が高い上位5疾患を選択して、経
年変化を図示した（A.4.1, A.4.2）。ステロ
イド全身投与歴をもつ男性における、2017年
時点の投与対象疾患の割合は、皮膚疾患14%、
腫瘍性疾患9%、ネフローゼ9%、全身性エリテ
マトーデス（SLE）8%、血液疾患8%であった
（A.4.1）。そのうち、皮膚疾患については
2011年に4%であったものが2014年以降に急激
な増加を示した。ステロイド全身投与歴をも
つ女性における、2017年時点の投与対象疾患
の割合は、SLE26%、多発性筋炎13%、喘息8%、
眼疾患8%、腫瘍性疾患6%の順であった。SLEは
期間中26%から30%の間を推移した。喘息およ
び眼疾患は2011年には3%以下であったもの
が、2017年には8%に増加した（A.4.2）。 

図A.4.1 男性 ステロイド全身投与の対象疾患 

 

図A.4.2 女性 ステロイド全身投与の対象疾患 

 

5）習慣飲酒歴 
調査票に主治医判断で「習慣飲酒歴あり」

と報告された症例は、男性では2011年から
2014年には約60%であったが、2015年以降2017
年にかけて70%まで増加した。 
女性では20%前後を推移した（A.5.1）。 
さらに、習慣飲酒を「週3日以上、かつ1日

の飲酒量が1合（エタノール換算値 20g）以
上」と定義した場合の分布を検討した。この
定義は、わが国における国民健康栄養調査の
集計時に用いられているものである。集計期
間は飲酒頻度を調査項目に追加した2014年改
定版の調査票を用いた症例のみで構成される
2015年から2017年に限定した。男性では2015
年から2017年にかけて35%から43%に増加し
た。一方、女性では約9%から8%を推移した
（A.5.2）。 
図A.5.1 習慣飲酒歴 

 
図A.5.2 習慣飲酒歴 

（3日/週以上かつ1合/日以上） 
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Ｄ．考察 

ONFH定点モニタリングシステムに登録され
ている2011年1月から2017年12月に確定診断さ
れた新患症例について集計を行った。 

新患症例の性比については、対象期間中の
明らかな経年変化は認めず、また、1997から
2012年の報告症例の特性とほぼ一致していた
10-18)。また、2013年の中間報告とも整合した
19)。 

次に述べる3点については、今後の変化につ
いて注視する必要があると考えられる。1点目
として、男性の確定診断時の年齢分布は、30
歳代から40歳代の頻度が高く、過去の報告と
ほぼ一致した傾向を示したものの、近年、40
歳代への集積が顕著となった。女性では、
2011年には30歳代から60歳代までなだらかに
分布し、過去の報告とほぼ一致した傾向を示
していたが、近年、しだいに40歳未満が減少
した。なお、昨年度の報告では、報告年別に
2011年から2017年の経年変化を検討した結
果、今回の結果とは異なり、女性の新患症例
における確定診断時の年齢分布が30歳代から
40歳代と60歳代に2峰性を示した。 

女性の確定診断時の年齢分布における40歳
未満の減少については、女性のONFH新患症例
の約80%がステロイド全身投与歴を有するもの
であること、ステロイド投与対象疾患のうち
SLEは若年で発症する疾患であることから、ス
テロイド全身投与例（特にSLE患者）の40歳未
満の減少が寄与していると期待された。しか
し、これらの年齢分布を詳細に検討したとこ
ろ、実際には、SLEに限らず40歳未満でステロ
イド投与疾患の診断を受けた症例が減少した
ことが、女性のONFH新患症例における40歳未
満の減少に大きく寄与したと考えられた。
（【付録】参照）。なお、40歳未満でステロ
イド投与疾患の診断を受ける症例において
ONFHの発症が減少しているか否かについて
は、別途、ステロイド投与疾患患者を対象と
した研究が必要である。 

2点目として、ステロイド全身投与歴をもつ
ものの割合は、男女ともに増加傾向にあっ
た。2011年から2017年にかけて、男性で44％
から52%に、女性では74％から87%に増加し
た。ステロイド全身投与歴をもつ男性におけ
る、投与対象疾患では、皮膚疾患の割合が
2011年に4%であったものが2014年以降に急激
な増加を示した。女性における投与対象疾患

ではSLEが最も多く、期間中26%から30%の間を
推移した。また、喘息および眼疾患は2011年
には3%以下であったものが、2017年には8%に
増加した。これらステロイド対象疾患の割合
の変動については、今後も継続的な観察と検
討が必要と考える。また、難病法に基づく臨
床個人調査票データ等が利用可能な疾患につ
いては、必要に応じ、それら統計における疾
病分布の推移と比較することが考えられる。 
3点目として、調査票に主治医判断で「習慣

飲酒歴あり」と報告された症例は、男性では
2011年から2014年には約60%であったが、2015
年から2017年にかけて70%まで増加した。国民
健康栄養調査における「習慣飲酒」の定義
「週3日以上、かつ1日の飲酒量が1合（エタノ
ール換算値 20g）以上」に該当する割合も、
男性では2015年以降2017年にかけて35%から
43%に増加した。2014年9月の調査票書式改訂
によって、調査項目に飲酒頻度を追加したこ
とで、国民健康栄養調査における「習慣飲
酒」の定義を適用可能となった。習慣飲酒歴
を有する症例の増加については、今後も継続
的な観察と検討が必要と考える。また、必要
に応じ、国民健康栄養調査等の公的統計にお
ける習慣飲酒歴をもつものの分布の推移と比
較することが考えられる。 
臨床的な特徴として、ステロイド全身投与

歴が有るものでは両側にOFNHをもつものの割
合が、期間中一定して70%前後あった。 
今回、記述疫学特性の経年変化への報告施

設の増減の交絡を除外するため、期間中に毎
年報告のあった施設に限定した集計を実施し
た。また、経年変化への年毎の誤差変動の影
響を抑えるため、3年間隔の移動平均による平
滑化を行った。より頑健な所見を得るため
に、今後もデータを集積し、集計方法の違い
による結果の差異について検討を重ねる必要
がある。 

Ｅ．結論 

ONFH 定点モニタリングシステムに登録さ
れている2011年1月から2017年12月に確定診断
された新患症例について集計を行った。男性
の新患症例における確定診断時の年齢分布
は、40歳代への集積が顕著となった。女性で
は40歳未満が減少した。ステロイド全身投与
歴をもつものの割合は、男女ともに増加傾向
にあった。ステロイド投与対象疾患では皮膚
疾患が、男性において、2011年に4%であった
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ものが2014年以降に急激な増加を示した。習
慣飲酒歴を有する男性新患症例の割合が増加
傾向にあった。これらの点については、今後
の継続的な観察と検討が必要である。 

臨床的な所見として、ステロイド全身投与
歴が有るものでは両側にOFNHをもつものの割
合が、期間中一定して70%前後あった。 

1997年から開始された定点モニタリングシ
ステムの継続的な運用により、世界的にも貴
重な特発性大腿骨頭壊死症の疫学データベー
スが構築されており、今後、経年調査の均質
性の確保とデータの有効な利活用が必要と考
える。また、より頑健な所見を得るために、
集計方法の違いによる結果の差異について検
討を重ねる必要がある。 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

該当なし 

２．学会発表 

該当なし 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

該当なし 

２．実用新案登録 

該当なし 

３．その他 

該当なし 
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【付録】女性の確定診断時年齢分布の経年変
化とその要因 

 
ONFH新患症例の確定診断時年齢の分布を、確

定診断年ごとに集計した結果、女性では30歳代
から60歳代に広く分布していたが、近年、40歳
未満の割合が減少した。女性のONFH新患症例の
約80%がステロイド全身投与歴を有するものであ
ること[本文図A.3.1]、ステロイド投与対象疾患
のうち全身性エリテマトーデス（SLE）は若年で
発症する疾患であることから、女性のONFH新患
症例における40歳未満の減少には、ステロイド
全身投与例（特にSLE患者）の40歳未満の減少が
寄与していると期待された。 

そこで、女性のONFH確定診断時の年齢分布
（40歳未満・以上・データ欠損）を、ステロイ
ド全身投与の有無ならびに投与開始年齢（40歳
未満・以上・データ欠損）の間で比較した。さ
らに、ステロイド全身投与例を投与対象疾患
（SLE・SLE以外）で層化し、同様の比較を行っ
た。なお、投与開始年齢は、投与対象疾患の確
定診断時年齢で代替した。また、割合の計算
は，各集計の対象者数に占める、各カテゴリの
割合として計算した。例えば、ステロイド全身
投与疾患診断年齢（40歳未満・以上・データ欠
損）×ONFH確定診断時年齢（40歳未満・以上・
データ欠損）の集計では、3×3の9カテゴリの総
和が100％となるように計算した。だだし、デー
タ欠損例の割合は集計結果には表示しなかっ
た。 

女性ONFH新患症例の約80%を占めるステロイド
全身投与ありの症例で、ONFH確定診断時年齢が
40歳未満のものの割合に減少が認められた
（2011年30%⇒2017年18%）［図1］。ステロイド
投与年齢に着目すると、ステロイド全身投与あ
りの女性ONFH新患症例に占める、投与開始年齢
40歳未満かつONFH確定年齢40歳未満ものの割合
が経年的に減少した（38%⇒19%）［図2］。同様
の傾向は、SLEであるか否かに関わらず認められ
た（SLE：52%⇒42%；SLE以外：33%⇒11%）［図
3, 図4］。ただし、SLEの既往をもつものが女性
ONFH新患に占める割合は22%と低いことから、女
性ONFHの年齢分布に対する寄与は小さいと考え
られた。 

近年の女性の確定診断時の年齢分布における
40歳未満の減少については、女性ONFH新患症例
において、SLEに限らず40歳未満でステロイド投
与疾患の診断を受けた症例が減少したことが大
きく寄与したと考えられた。ただし、40歳未満
でステロイド投与を受けたものにおいてONFHの

発症が減少しているか否かについては、別途、
ステロイド投与疾患患者を対象とした研究が必
要である。 

図1 ス全身投与有無×ONFH診断年齢 
対象： 女性 398例 

 
■：ス全身投与なし；■：ス全身投与あり 

図2 ス疾患診断年齢×ONFH診断年齢 
対象： 女性 ス投与 313例 

 
■：ス疾患 <40歳；■：ス疾患 ≥40歳 

図3 SLE診断年齢×ONFH診断年齢 
対象： 女性 SLE 89例 

 
■：SLE <40歳；■：SLE ≥40歳 

図4 SLE以外ス疾患診断年齢×ONFH診断年齢 
対象： 女性 SLE以外ス投与 224例 

 
■：ス疾患 <40歳；■：ス疾患 ≥40歳

 


